
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 12 1 1 1 道路局人件費

一般 12 1 1 2 総務管理費

一般 12 1 1 3 技術監理事業

一般 12 1 1 4 道水路等境界調査事業

一般 12 1 1 5 道路台帳整備事業

一般 12 1 2 1 道路管理事業

一般 12 1 2 2 道路管理システム運用事業

一般 12 1 2 3 ハマロード・サポーター事業

一般 12 1 2 4 道路清掃費

一般 12 1 2 5 道路照明費

一般 12 1 2 6 エレベーター等管理費

一般 12 1 2 7 共同溝管理費

一般 12 1 2 8 自由通路管理費

一般 12 1 2 9 高架下等有効活用事業

一般 12 1 3 1 道路等維持費（道路修繕事業）

一般 12 1 3 2 道路等維持費（私道対策事業）

一般 12 1 3 3 街路樹管理事業費

一般 12 1 3 4 認定路線管理費

一般 12 1 3 5 公道移管測量助成費

[　道路　局]

令和５年度事業評価書　目次



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[　道路　局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 12 1 3 6 交通安全施設等補修費

一般 12 1 4 1 放置自転車等移動・保管事業費

一般 12 1 4 2 有料自転車駐車場運営事業費

一般 12 1 4 3 自転車活用推進計画事業費

一般 12 1 4 4 民営施設整備助成費

一般 12 1 4 5 交通安全推進事業費

一般 12 2 1 1 交通安全施設等整備費

一般 12 2 1 2 自転車駐車場等整備費

一般 12 2 3 1 道路特別整備事業（本体）

一般 12 2 3 2 道路特別整備費（道路改良事業）

一般 12 2 3 3 道路特別整備費（一般改良事業）

一般 12 2 3 4 橋梁整備費(橋梁整備事業)

一般 12 2 3 5 トンネル補修費(トンネル補修事業)

一般 12 2 3 6 保土ケ谷宿を未来につなげるみちづくり事業

一般 12 2 3 7 道路がけ防災対策事業費

一般 12 2 3 8 歩道橋長寿命化推進事業

一般 12 2 3 9 歩道橋耐震対策推進事業

一般 12 2 3 10 健康みちづくり推進事業

一般 12 2 3 11 戸塚駅周辺地区住み続けたいまち・みちづくり推進事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[　道路　局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 12 2 3 12 路面下空洞調査事業

一般 12 2 3 13 東急東横線廃線跡地整備事業

一般 12 2 3 14 旧深谷通信所跡地利用関連道路計画検討調査費

一般 12 2 3 15 鶴見川橋りょう新設事業費

一般 12 2 3 16 無電柱化事業

一般 12 2 3 17 まちのバリアフリー化推進事業

一般 12 2 3 18 地域と連携した駅周辺交通対策推進事業

一般 12 2 4 1
街路整備費
(※横浜環状北西線、道路建設事業団を除く)

一般 12 2 4 2 一般財団法人横浜市道路建設事業団への補助

一般 12 2 4 3 （一財）横浜市道路建設事業団保有道路資産購入事業

一般 12 2 4 4 横浜環状北西線整備事業

一般 12 2 5 1 横浜環状南線関連街路整備事業

一般 12 2 5 2 高速道路調査事務費

一般 12 2 5 3 道路予定地管理

一般 12 2 6 1 道路費負担金（国直轄事業負担金）

一般 12 3 1 1 水政事業

一般 12 3 1 2 水防事業

一般 12 3 1 3 河川・水路等維持管理事業

一般 12 3 1 4 河道等安全確保対策事業



様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

[　道路　局]

令和５年度事業評価書　目次

一般 12 3 2 1 河川整備費

一般 17 1 11 1 自動車駐車場事業費会計繰出金

一般 17 1 13 1 公共事業用地費会計繰出金

自動車駐車場事業費 1 1 1 1 自動車駐車場運営費

自動車駐車場事業費 1 2,3 1～3,1 2
自動車駐車場事業費会計
公債費・予備費



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,574,738 6,629,369 54,631

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

人件費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,574,738 6,629,369 54,631

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

実績

単位 想定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路局人件費

所管区局・課 道路 総務 会計 12 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

事業の性質上、特になし。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

事業の性質上、特になし。

新陳代謝・人事異動等に伴う増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

道路行政の円滑な実施を目的として、庶務、人事・労務、経理のほか、広報関連事務を行う。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

道路行政を円滑に実施するため、庶務、人事・労務、経理等の事務を行う。

効率的な執行・経費削減に努めたこ
とによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 総務管理費

所管区局・課 道路 総務 会計 12 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

実績

単位 想定

事
業
計
画

事
業
実
績

事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

5,865 4,707 ▲ 1,158

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,865 4,707 ▲ 1,158



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 18,709 23,734 5,025

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0 1

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

77 38 ▲ 39

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1 1 1 1

回 実績 1

単位 想定 1 1

1

積算基準
書改正説
明会開催
回数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 技術監理事業

所管区局・課 道路 技術監理 会計 12 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 3

事業概要

技術監理業務・検査業務

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

土木工事標準積算基準書の改正についての説明会を行います。（１回／年）

開催場所の変更

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

土木工事標準積算基準書改正説明会

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

千枚

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

舗装技術
研修開催
回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 新採用職員及び道路局への異動職員を対象に、舗装技術研修を行います。（3.5日間×３回）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,598

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

電子化
書類数

▲ 858

単位 0

基準等の統一的資料作成

設計・積算・施工に必要な基準等の統一的資料作成や、文書の電子化などを行います。

細事業事業量

0

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0
書類PDF化が一応の目標を達成したた
め。

3 3

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

３年度 ４年度

実績 0 30 100

②

元年度 ２年度

3 3

７年度５年度

人件費高騰による委託料の増加

６年度

0

技術研修

３年度 ４年度

単位 想定 3 3 3 3 3

5,049 451

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 0 30 100 100

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 858

・委託の拡
大不可

33回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

2

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 2 2

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

4

指標

4

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

2 2 2

2

決算

７年度

単位 2

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

調査回数
（労務＋
資材）

2 2

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

2

④

事
業
計
画

細事業名称 「労務単価」「資材単価」実態調査

細事業概要
土木工事の積算に使用する労務・資材単価を決定するための実態調査を行います。（各１回／
年）

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

11,566 12,823 1,257 人件費高騰による委託料の増加

・委託の拡
大不可

・該当なし

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 0 4,994 4,994 コロナ禍の鎮静化による再開

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

IT化推進
検討業務
委託件数

単位

増減説明

4 4

決算

年度 ３年度 ４年度

0 0実績

4

⑤

事
業
計
画

細事業名称 職員研修委託

技術職員を対象としたCAD操作および電子納品システム操作の研修をします。

4 4 4 4想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

1 0 0 1 1

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

⑦

事
業
計
画

細事業名称 その他

細事業概要 技術監理課の日常的な業務に必要な経費を支払います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

714 831 117 郵券、旅費、講習会受講料の増加

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

⑥

事
業
計
画

細事業名称 ＩＴ化に伴う環境整備

細事業概要 CADソフトウェアの購入・委託等を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 897 0 ▲ 897 CADに関する委託等がなかったため。

細事業事業量 年度 元年度

指標

IT環境
整備

単位 想定 1 1

式 実績 1 1 1 0

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし

実績

・目標設定
になじまな
い

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 道水路等に隣接する土地所有者から申請を受け、調査・測量し、土地所有者の立会い協議のうえ境界を確定・復元し
ます。
　設置した境界標に基づき、「道水路等境界調査図」を作成し、一般の閲覧に供するほか、不動産取引・土地登記な
どで必要とされる境界に係る証明書として発行します。
　また、境界調査に係る資料はマイクロフィルム化・電子化を行い、後日境界に係る疑義が生じた場合や、争訟等に
備えて保存します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　全区の土木事務所及び道路調査課で、委託による道水路等境界調査を行います。また境界標
の種類や点間距離の現場確認検査のうち職員による直接検査が困難な箇所について、委託によ
る現場検査を行います。

境界調査件数の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

境界調査委託等

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道水路等境界調査事業

所管区局・課 道路 道路調査 会計 12 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

114 114 114 114 114

件 実績 88

単位 想定 161 133

121

委託に
よる境
界調査
処理実
績

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

96,236 103,735 7,499

・該当なし
・目標を概
ね達成

112 115

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 100,530 108,124 7,594



・委託不可

想定 40,000 35,000 38,000 38,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,294

・該当なし
・負担は適
切である

38,066

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

38,000

３年度 ４年度

実績 40,528 39,758 37,266

②

4,389 電子化件数の増

マスター
フィルム
作成数

95

単位 38,000

境界調査資料マイクロ化及び電子化

横浜市行政文書管理規則及び横浜市マイクロフィルム取扱要領に基づき、道路調査課　及び市
内18区土木事務所が作成した保存期間30年の行政文書をマイクロフィルムに撮影および電子化
する業務を、業者に委託することにより実施します。

細事業事業量

38,000

年度 元年度 ２年度

コマ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

道路台帳補正申請の受付や、道水路等境界調査、地籍調査等の成果を基に道路台帳の調製を行
います。
調製した道路台帳を基に、道路台帳基準財政需要額の算定基礎数値の集計を行います。

各種成果を基にした道路台帳の調製
件数の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

データ作成業務　

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路台帳整備事業

所管区局・課 道路 道路調査 会計 12 1 1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 5

事業概要

道路法で本市(道路管理者)に義務付けられている道路台帳(図面及び調書)の調製、保管及び閲覧及び道路統計調査を
行います。
測量法に規定する公共測量に必要な公共基準点を管理・保全します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

200 200 200

件 実績 194

単位 想定 200 200

151

道路台帳
補正審査
件数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

70,814 71,942 1,128

・該当なし
・目標を概
ね達成

200 200

178 160

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 193,715 169,111 ▲ 24,604



167点

・委託の拡
大不可

98

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 78,360

年度

実績

想定 200,000 200,000 202,400 212,000

②

元年度 ２年度

119 157

７年度５年度

発注数量の見直しによる減

６年度

143,198

公共基準点管理保全作業

３年度 ４年度

単位 想定 120 150 150 130 120

28,729 ▲ 15,812

分析
結果

・維持
・法律・政
令

120 120

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

243,200

３年度 ４年度

実績 221,665 180,138 165,802

・該当なし
・目標を下
回った

・契約方法
の工夫が可
能

68,440 システム更新作業の終了による減

道路台帳
閲覧シス
テム印刷
枚数

▲ 9,920

単位 243,200

データ管理・閲覧環境整備業務

閲覧システムや道路局内統合型GISの管理・更新及び作成した道路台帳データのシステムへの反
映を行います。

細事業事業量

224,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・負担割合
の工夫が可
能

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 測量法に規定する公共測量に必要な公共基準点の管理・保全を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 44,541

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

枚

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

横浜市公
共基準点
管理保全
作業（再
設置数）

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 218,964 208,052 ▲ 10,912

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,374 1,521

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

484 415 ▲ 69

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

件 実績 1,307

単位 想定 1,500 1,500

1,541

工事調
整件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路管理事業

所管区局・課 道路 管理 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

道路工事調整・占用掘削許可事務、貸付地管理事務、道路監察等事務、道路原因者事故賠償事務、車両制限令関係事
務、路上不法投棄廃棄物処理事務、土木事務所陳情管理システム関係事務、道路損傷通報システム関係事務及び不法
占用対策（空家システム）事務について、土木事務所と連携しながら実施しています。
建設課所管の道路事業予定地を適切に維持管理します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

道路工事調整連絡協議会を通じて、本市道路上の工事の調整を実施し、合理化を図ります。

図面の配付先の減による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

道路工事調整

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

貸付料収
入件数

（現年度
分）

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 貸付地（普通財産）の管理及び貸付料徴収に関する事務を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,927

・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

許可件数
(オンラ
イン申請
分含む)

220

単位 25,000

占用掘削許可

道路に一定の工作物、物件及び施設を設け、継続して道路を使用する者に対して許可を行うと
ともに、占用料を徴収します。

細事業事業量

25,000

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

8,332 システム改修

335 335

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

25,000

３年度 ４年度

実績 24,094 23,331 26,023

②

元年度 ２年度

345 335

７年度５年度

４年度は不動産鑑定を未実施のため

６年度

26,152

貸付地管理

３年度 ４年度

単位 想定 359 350 335 335 335

1,466 ▲ 2,461

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

想定 25,000 25,000 25,000 25,000

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,112

・委託不可

349340件



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

255,000

分析
結果

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 255,252 264,808

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

20

指標

13

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

255,000 255,000 255,000

257,620

決算

７年度

単位 255,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

道路パト
ロール

走行距離

255,000 255,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

265,066

④

事
業
計
画

細事業名称 道路監察等

細事業概要
本市管理の道路について、道路パトロール等により日常の一般監察及び特別監察を行います。
また、道路情報提供業務に対して補助金を交付します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

5,847 5,853 6 補助金の本市負担額調整のため

・委託不可 ・該当なし

km

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 22,837 20,192 ▲ 2,645 賠償金減額のため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

賠償金
支払件数

単位

増減説明

20 20

決算

年度 ３年度 ４年度

14 18実績

20

⑤

事
業
計
画

細事業名称 道路原因者事故賠償

管理瑕疵による事故の被害者に対して損害賠償金を支払うと共に、支払った損害賠償金の補填
を契約締結した損害保険会社から受けています。

20 20 20 20想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

2 2 2 2 2

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めてい
ない

収集数量

トン

⑦

事
業
計
画

細事業名称 路上不法投棄廃棄物処理

細事業概要
道路の保全及び円滑な通行の確保に支障となる道路上(横浜市管理区間)の不法投棄廃棄物につ
いて、収集等を専門とする業者に委託して、廃棄物が小・中規模(概ね４ｔ以下)のうちに撤去
し、陳情等の市民ニーズにも的確、迅速に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

918 1,180 262 土木事務所からの依頼数の増加

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

4

30

７年度

想定 30 30

⑥

事
業
計
画

細事業名称 車両制限令関係

細事業概要 特殊車両通行許可申請業務において、本市管理道路の現地調査等を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 40 28 ▲ 12 タクシーの利用数・距離の減少

細事業事業量 年度 元年度

指標

調査回数

単位 想定 2 2

回 実績 4 2 0 2

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

14

・該当なし
・負担は適
切である

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

30 30 30

実績

30

6 5

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

55,000

７年度

通報
件数

単位 想定 55,000 55,000 55,000

分析
結果

55,000 55,000 55,000

土木事務所陳情管理システム

細事業概要
土木事務所で受け付けた陳情等を入力し、処理状況等を一元的に管理するシステムを運用しま
す。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

アカウント結合完了のため

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

件 実績 56,525 51,553 51,555 56,335

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

838 838 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑨

事
業
計
画

細事業名称 道路損傷通報システム

細事業概要
横浜市LINE公式アカウントから道路の損傷状況を通報することができるシステムを運用しま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,921 1,584 ▲ 337

1,200

件 実績 1,578 1,694

通報
件数

単位 想定 1,100 1,200 1,200 1,200

・求めるべ
きではない

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・委託不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

新規負担による皆増

５年度 ６年度 ７年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 不法占用対策

細事業概要
不法占用物件の撤去・除却を行い、道路の原状回復に努めます。また、建築局が運用する「空
家システム」を活用し、空家から道路への樹木繁茂・越境というかたちの不法占用対策に取り
組みます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 37 37

80

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

件 実績 157 180

-

単位

165

相談件数

単位 想定 80 80 80 80 80

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

施行箇所の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑪

事
業
計
画

細事業名称 管理工事

細事業概要 掘削工、小型擁壁工、舗装工、立入防止柵工等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 123,163 110,928 ▲ 12,235

-

- 実績

想定 - - - - - -

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

- - - -



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

⑫

事
業
計
画

細事業名称 除草委託

細事業概要 除草、樹木せん定等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 50,877 53,824 2,947 施行箇所の増

- 実績 - -

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

- -

-

単位 想定 -

-

- - - - -

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

-

６年度 ７年度

-

分析
結果

・維持 ・なし

- - - - -

- 実績 - -

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

効率性・経済性

-

⑬

事
業
計
画

細事業名称 道路台帳整備

細事業概要 道路台帳整備のための測量等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 3,375 3,375 実施箇所の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

単位 想定 - -

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

分析
結果

・維持 ・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 101,884 101,878 ▲ 6

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

18,249 19,112

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

101,884 101,878 ▲ 6

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

21,000 20,000 20,000 20,000 20,000

件 実績 18,586

単位 想定 22,000 22,000

18,655

オンライ
ン電子申
請による
道路占用
許可件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路管理システム運用事業

所管区局・課 道路 管理 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

道路管理システムを利用して、①道路占用許可②道路占用工事調整③道路・占用物件管理④電線共同溝管理の業務を
行い、適切な物件管理を行います。なお、当該システムは、国土交通省、東京都、政令指定都市、電気・通信・ガス
事業者等により設立された一般財団法人道路管理センターが開発・運用しているシステムです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

道路管理システムを利用して、①道路占用許可②道路占用工事調整③道路・占用物件管理④電
線共同溝管理の業務を行い、適切な物件管理を行います。なお、当該システムは、国土交通
省、東京都、政令指定都市、電気・通信・ガス事業者等により設立された一般財団法人道路管
理センターが開発・運用しているシステムです。

プリンター用トナー等購入費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

道路管理システム運用

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 8,737 9,116 379

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

552 563

事
業
計
画

事
業
実
績

ハマロード・サポーター

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

8,737 9,116 379

・該当なし
・目標を概
ね達成

545 570 580 585 590

団体 実績 534

単位 想定 515 530

572

地域活動
団体の
団体数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 ハマロード・サポーター事業

所管区局・課 道路 管理 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 9 施策番号 4 評価書番号 3

事業概要

身近な道路を守り、愛着をもっていただくサポーターを育成するため、地域の有志の方の集まりをはじめ商店会、自
治会・町内会、学校、企業などを母体とする地域のボランティア団体と横浜市が協働して、道路の維持管理等を行い
ます。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

身近な道路を守り、愛着をもっていただくサポーターを育成するため、地域の有志の方の集ま
りをはじめ商店会、自治会・町内会、学校、企業などを母体とする地域のボランティア団体と
横浜市が協働して、道路の維持管理等を行います。

登録団体数増加

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

道路を常に良好な状態に保つことは、交通安全上から道路管理者の責務である。このため、車道、駅前広場、中央分
離帯、歩道橋、その他道路法による道路及びその付属施設について、清掃を実施するものである。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

車道路面、中央分離帯、トンネル照明等の清掃

諸経費率および対象工種の増加によ
る増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

車道清掃

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路清掃費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

31,192 26,781 27,713 27,713 27,713

km 実績 31,753

単位 想定 26,109 30,731

30,827

車道清掃
(延べ道
路清掃延

長)

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

393,140 532,700 139,560

・該当なし
・目標を概
ね達成

32,844 32,422

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 836,270 844,924 8,654



-

・委託の拡
大不可

想定 32 32 34 34

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 442,211

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度 ７年度５年度

清掃内容による増

６年度

38

その他（水道料金・負担金等）

３年度 ４年度

単位 想定

2,114 1,195

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

39

３年度 ４年度

実績 32 32 35

②

310,110 対象工種の減少による減

施設清掃
(駅前広
場)

▲ 132,101

単位 39

施設清掃

駅前広場、歩道橋、地下道等の清掃

細事業事業量

39

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 清掃に使用する水道料金、高速道路接続部の管理に要する負担金等

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 919

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

箇所

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

-

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

夜間の交通事故防止及び車両交通の円滑化を図るため道路照明灯の設置、維持管理・老朽化した道路照明の更新

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

保守点検委託（ＬＥＤ化含む）

契約差額等による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

委託料（保守点検委託）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路照明費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 18 施策番号 6 評価書番号 5

事業概要

9,850 7,000 5,500 9,000 100

灯 実績 12,805

単位 想定 12,230 6,220

4,582

LED化
(照明交
換)

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

292,329 234,873 ▲ 57,456

・該当なし
・目標を下
回った

7,294 11,346

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,128,744 1,147,718 18,974



台 26,539

・委託の拡
大不可

31,287

想定 0 0 0 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

19,056 19,056

７年度５年度

リース対象の増

６年度

6

使用料及び賃借料

３年度 ４年度

単位 想定 18,500 22,500 27,500 32,500 5,200

54,705 11,962

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

5,200 50

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

6

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

21,422 灯柱点検の初年度のため

詳細点検
(委託件
数)

21,422

単位 6

委託料（詳細点検委託）

詳細点検委託

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 LED照明のリース契約

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 42,743

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

件

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

リース数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 光熱水費

道路照明灯の電力料金等

想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 507,985 660,461 152,476 電力料金高騰のため

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

④

事
業
計
画

細事業名称 工事請負費

細事業概要
道路照明灯の倒壊事故等を防止するため、保全更新計画に基づき老朽化した塗装柱の更新及び道
路照明の補修を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

284,385 175,009 ▲ 109,376 建替数量の減

・委託不可 ・該当なし

本

年度 元年度 ２年度

分析
結果

300 300

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

14

300 300 300

192

決算

７年度

単位 300

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

建替

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 163 294

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

170



分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし

-

単位 想定

- 実績

⑥

事
業
計
画

細事業名称 その他（事務費等）

細事業概要 トンネル防災設備の非常通信回線使用料等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,302 1,248 ▲ 54 　R4旅費他実績による減

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

昇降機設備（エレベーター及びエスカレーター、トラベーター）利用者が安全かつ安心して利用できるよう、法令
に基づく設備の保守点検及び運転監視委託を実施するとともに、故障個所の整備を実施する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

昇降機設備（エレベーター及びエスカレーター、トラベーター）利用者が安全かつ安心して
利用できるよう、法令に基づく設備の保守点検及び運転監視委託を実施するとともに、故障
個所の整備を実施する。

電気料金値上げによる増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

エレベーター等管理事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 エレベーター等管理費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 6

事業概要

163 163 163 166 166

基 実績 153

単位 想定 153 158

163

エレベー
ター等

管理台数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

505,123 533,427 28,304

・該当なし
・目標を概
ね達成

158 163

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 505,123 533,427 28,304



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

監視業務（巡回点検・補修等の総合調整、入溝者の確認、モニターシステムによる監視、パトロール、非常時におけ
る初期対応）、設備機器点検（排風機、排水ポンプ、照明灯、各種センサー、消火設備、制御盤等の機器点検）、清
掃（溝内排水溝、排気口等開口部）、工事費（ＭＭ：設備補修工事、ＮＴ：附帯設備更新工事）、光熱水費、事務費

細事業の分析

①

・負担は適
切である

監視業務（巡回点検・補修等の総合調整、入溝者の確認、モニターシステムによる監視、パト
ロール、非常時における初期対応）、設備機器点検（排風機、排水ポンプ、照明灯、各種セン
サー、消火設備、制御盤等の機器点検）、清掃（溝内排水溝、排気口等開口部）

入札による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

共同溝管理委託費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 共同溝管理費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 7

事業概要

7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6

ｍ 実績 7,830.6

単位 想定 7,830.6 7,830.6

7,830.6

共同溝
管理延長

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

59,468 53,748 ▲ 5,720

・該当なし
・目標を概
ね達成

7,830.6 7,830.6

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 130,462 92,256 ▲ 38,206



ｍ 7,830.6

・委託不可

7,830.6

想定 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 49,162

・該当なし
・負担は適
切である

年度

実績

元年度 ２年度

7,830.6 7,830.6

７年度５年度 ６年度

7,830.6

共同溝修繕費

３年度 ４年度

単位 想定 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6

0 0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

7,830.6 7,830.6

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

7,830.6

３年度 ４年度

実績 7,830.6 7,830.6 7,830.6

②

19,854 工事件数の減

共同溝
管理延長

▲ 29,308

単位 7,830.6

共同溝工事費

みなとみらい２１共同溝：設備等補修工事（排水ポンプ、排風機、照明設備、躯体補修等）
港北ニュータウン共同溝：附帯設備更新工事（引込開閉器盤、分電盤、接地設備、排風機等）

細事業事業量

7,830.6

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 共同溝内設備の故障等に伴い、早期回復が必要な箇所を修繕する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

客観的指標に
基づく分析

ｍ

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

共同溝
管理延長

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 共同溝光熱水費

共同溝内の設備等を維持するための電力や監視室内の運営維持のための通信・水道等の費用。

7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 10,847 10,791 ▲ 56 他局管理分の請求増による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

共同溝
管理延長

単位

増減説明

7,830.6 7,830.6

決算

年度 ３年度 ４年度

7,830.6 7,830.6実績

7,830.6

④

事
業
計
画

細事業名称 共同溝委託費（管理費以外）

細事業概要 共同溝工事等で必要な設計や監理等の業務委託を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

10,784 7,694 ▲ 3,090 委託規模縮小による減

・委託の拡
大不可

・該当なし

ｍ

年度 元年度 ２年度

分析
結果

7,830.6 7,830.6

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

7,830.6

7,830.6 7,830.6 7,830.6

7,830.6

決算

７年度

単位 7,830.6

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・負担は適
切である

・測ること
はなじまな
い

共同溝
管理延長

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 7,830.6 7,830.6

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

7,830.6

指標

7,830.6

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

ｍ

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・負担は適
切である

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

7,830.6



分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

共同溝
管理延長

単位 想定 7,830.6 7,830.6

ｍ 実績 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6

⑥

事
業
計
画

細事業名称 共同溝事務費

細事業概要 旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、使用料等。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 201 169 ▲ 32 消耗品購入の減

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・負担は適
切である

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6 7,830.6

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

大船駅笠間口に設置されている自由通路の維持管理等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

大船駅笠間口に設置されている自由通路の維持管理等を行います。
大船駅北口自由通路の点検用通路の修繕を行います。

修繕費用の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自由通路管理費

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自由通路管理費

所管区局・課 道路 建設 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 8

事業概要

2 2 1 1 1

契約 実績 10

単位 想定 10 4

2

維持管理
に関する

契約

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

13,682 7,903 ▲ 5,779

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 2

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,682 7,903 ▲ 5,779



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 220 146 ▲ 74

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

13 7

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

220 146 ▲ 74

・該当なし
・目標を概
ね達成

6 4 7 3 2

箇所 実績 2

単位 想定 6 6

3

利用計画
策定土地

件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 高架下等有効活用事業

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 1 2

政策・施策 政策番号 27 施策番号 99 評価書番号 9

事業概要

高架下及び道路予定区域等について、まちづくりや賑わいの創出、財源の確保の観点から有効活用を実施します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

高架下、道路予定区域等の占用にあたり附属機関を運営し、有効活用の実施に伴う場所の選
定及び利用計画の策定、提案書の審査を行います。

会議開催数の減少による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

横浜市道路高架下等利用計画検討会運営

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

歩行者利
便増進道
路の指定
検討数

0

単位 3

歩行者利便増進道路

歩行者利便増進道路の適地検討・指定、公募、占用者の決定を行います。

細事業事業量

3

年度 元年度 ２年度

0

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

３年度 ４年度

実績 - - 3

②

1

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・負担は適
切である

想定 - - - 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,152,252 10,649,003 496,751

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

689,535 681,606

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

10,134,542 10,629,645 495,103

・該当なし
・目標を概
ね達成

712,570 703,446 703,446 703,446 703,446

㎡ 実績 674,419

単位 想定 745,230 732,304

702,905

補
修
実
施
 
面

積

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路等維持費（道路修繕事業）

所管区局・課 道路 維持 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

 昭和27年に制定された道路法の第42条に記載されている『道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持
し、修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない。』という理念をもとに市管理道路の
維持管理を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

  昭和27年に制定された道路法の第42条に記載されている『道路管理者は、道路を常時良好な
状態に保つように維持し、修繕し、もつて一般交通に支障を及ぼさないように努めなければな
らない。』という理念をもとに市管理道路の維持管理を行います。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

道路修繕事業　単独事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

ｋｍ

調
査
延
長

1,648

単位 220

道路修繕事業　補助事業

　横浜市が管理する幹線道路（一般国道、主要地方道県道・市道、一般県道、幹線市道（主に
バス路線））約1,000Kmについて、舗装路面の状態（わだち掘れ、縦断方向の変形、ひび割れ
等）を適格に把握し、舗装の修繕工事を計画的に実施していくための基礎資料を作成するもの
です。

細事業事業量

220

年度 元年度 ２年度

19,358

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

220

３年度 ４年度

実績 240 246 226

②

220

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 250 250 220 220

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 17,710

・委託の拡
大不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 66,538 94,313 27,775

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1,886 2,686

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

59,870 74,069 14,199

・該当なし
・目標を上
回った

1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

㎡ 実績 1,781

単位 想定 3,000 4,600

2,930

私
道
整
備
 
助

成
面
積

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路等維持費（私道対策事業）

所管区局・課 道路 維持 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

私道対策事業とは、私道整備助成と私道整備の二つの事業から成り、不特定多数の市民の通行の用に供され、公道と
同等な機能を果たしている私道の整備を実施し、生活環境の向上に寄与することを目的とします。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

　多数の市民の通行の用に供され、公道と同様な機能を果たしている私道の整備を実施して、
市民の生活環境の向上に寄与することを目的とし、市民の申請により舗装新設工事及び舗装補
修工事等に対し、その工事費用の10分の９の助成を行います。

助成件数の増、労務費・資材費上昇
による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

私道整備助成

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

㎡

私
道
整
備
面

積

13,576

単位 330

私道整備

　不特定多数の市民の通行の用に供され、公道と同様な機能を果たしている主要な私道の整備
を実施して、市民の生活環境の向上に寄与することを目的として、市民の申請に基づき全額市
費でその私道の整備を行います。

細事業事業量

330

年度 元年度 ２年度

20,244 高額案件、労務費・資材費上昇による

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

330

３年度 ４年度

実績 88 878 644

②

1,792

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし
・負担は適
切である

想定 330 330 330 330

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 6,668

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,748,673 1,662,241 ▲ 86,432

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

21,378 20,792

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,376,239 1,375,063 ▲ 1,176

・該当なし
・目標を下
回った

22,909 23,301 23,301 23,301 23,301

本 実績 22,576

単位 想定 22,276 22,763

21,415

高木剪定

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 街路樹管理事業費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 31 施策番号 3 評価書番号 3

事業概要

　都市の美観を維持し、樹木の健全な育成を図ると共に、歩行者や車両等が安全で円滑な通行を確保するために必要
な維持管理、整備等を行う。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

樹木の健全な育成を図ると共に、歩行者や車両等が安全で円滑な通行を確保するために必要な
維持管理を行う。

委託費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

街路樹維持管理

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

本

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

樹木
点検

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
　台風など強風による樹木の倒伏等の事故を防止するため、原因となるベッコウタケ等のキノ
コが発生しやすい樹種を中心に、樹木医による点検を行う。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 83,645

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

植樹
（高木）

▲ 69,191

単位 50

改良等工事

　樹木の老朽化による倒伏や、歩道の根上がりなどの街路樹を起因とする事故に対する安全確
保と街路樹保全をするため、改良、再整備工事などを行う。

細事業事業量

50

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

219,124 対象工事の減

7,000 7,000

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

50

３年度 ４年度

実績 101 32 40

②

元年度 ２年度

11,678 7,897

７年度５年度

点検数量による増減

６年度

132

倒木対策

３年度 ４年度

単位 想定 5,862 4,705 4,247 2,953 7,000

67,650 ▲ 15,995

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 107 76 85 50

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 288,315

・委託不可

5,4737,479本



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・なし

分析
結果

-

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

-

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

④

事
業
計
画

細事業名称 技術研修

細事業概要 　樹木剪定作業の研修を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

45 45 0

・委託の拡
大不可

・該当なし

-

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 429 359 ▲ 70 借上げ料の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

-

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

⑤

事
業
計
画

細事業名称 事務費

街路樹事業にかかる事務費

想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

 新たに市道となる道路の認定や区域の変更、不用になった市道の廃止を行うための法手続き及びその後の認定路線管
理を行います。 また、路線管理システム及び財産管理システムにおいて、認定・廃止及び区域変更データの管理及び
財産管理データの管理等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

公道の認定・廃止を行うにあたって市議会に上程する必要があることから、議案として提出す
る資料作成のために市会議案参考図作成委託を行い、また、認定・廃止の結果に基づき、認定
路線図データ更新作業を行います。

委託数量の増のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

委託等事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 認定路線管理費

所管区局・課 道路 路政 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 4

事業概要

100 100 100 100 100

% 実績 100

単位 想定 100 100

100

委託の
実施

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

9,276 10,191 915

・該当なし
・目標を概
ね達成

100 100

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 10,315 11,185 870



・委託不可

想定 4 4 12 12

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,039

・該当なし
・求めるべ
きではない

12

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

12

３年度 ４年度

実績 4 4 12

②

994 ＰＣの修理をしなかったことによる減

システム
定期保守
点検

▲ 45

単位 12

路線管理システム及び財産管理システム費

路線管理システム及び財産管理システムを常時最良の状態で使用することができるよう、シス
テムの定期点検及び維持管理を行います。

細事業事業量

12

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

私道の公道移管に必要な測量費を助成して公道移管を推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

私有道路を公道に移管するにあたり、道路台帳図作成に必要な測量費を助成します。

公道移管測量費助成件数の減のため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

公道移管測量費助成

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公道移管測量助成費

所管区局・課 道路 路政 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 5

事業概要

17 19 19 19 19

件 実績 26

単位 想定 31 23

9

公道移管
測量費
助成件数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

25,649 23,280 ▲ 2,369

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

19 13

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 25,649 23,280 ▲ 2,369



・委託不可

想定 1 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・該当なし
・求めるべ
きではない

0

分析
結果

・減る
・規則・方
針

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

0

公図混乱
地域内測
量費助成
件数

0

単位 1

公図混乱地域内測量費助成

公図混乱地域の私有道路を公道に移管するにあたり、地図訂正に必要な測量費を助成します。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

件

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 297,860 435,351 137,491

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

143,871 182,763 38,892

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

ー 実績

単位 想定

ー

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 交通安全施設等補修費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 1 3

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 6

事業概要

防護柵、案内標識、道路照明灯、区画線等の交通安全施設の機能を維持するための補修等を行うものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

交通安全施設の機能を維持するための補修等を行う。

補修費用の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

交通安全施設等(防護柵、区画線、誘導用ブロック、歩道、交差点改良、道路照明灯、その他工種）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

ｋｍ

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

標識補
修数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 点検結果及び巡視等に基づき、市内の大型道路標識などの補修を行う。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

施工延長

▲ 6,544

単位 10

あんしんカラーベルト事業費

小学校の通学路のうち歩道が確保されていない路線において、警察署・地元・学校と調整のう
え車道の中央線を消去するなどし、路側帯の拡幅し、かつカラー化することで、歩行者空間を
確保する。

細事業事業量

10

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

32,190 工事費の減

29 27

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

10

３年度 ４年度

実績 4 3 3

②

元年度 ２年度

12 13

７年度５年度

R3は他事業で決算計上

６年度

10

標識

３年度 ４年度

単位 想定 12 13 16 16 27

79,329 79,329

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 10 10 10 10

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 38,734

・委託不可

917基



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

0

分析
結果

基

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 26

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

0

指標

2

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 30 30

26

決算

７年度

単位 26

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

張出歩道
点検

25 28

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 張出歩道

細事業概要 張出歩道の機能を維持するため、点検・補修等を行う。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

23,058 21,847 ▲ 1,211 委託料の減

・委託不可 ・該当なし

箇所

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 90,254 113,230 22,976 工事対象の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
等

単位

増減説明

2 2

決算

年度 ３年度 ４年度

1 3実績

3

⑤

事
業
計
画

細事業名称 エレベータ等更新

バリアフリー機能等を健全に持続するため、耐用年数を迎えた設備の更新を行うもの。

0 1 2 2想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

⑥

事
業
計
画

細事業名称 その他（設計費、事務費）

細事業概要 細事業以外の事務経費等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,943 5,992 4,049 委託費等の増

細事業事業量 年度 元年度

指標

ー

単位 想定

ー 実績

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・該当なし



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 339,197 313,824 ▲ 25,373

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

5,176 4,251

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

322,348 286,698 ▲ 35,650

・該当なし
・目標を上
回った

6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満

台 実績 6,111

単位 想定 6,600台未満 6,600台未満

5,082

放置自
転車等
の台数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 放置自転車等移動・保管事業費

所管区局・課 道路 交通安全・自転車政策 会計 12 1 4

政策・施策 政策番号 28 施策番号 4 評価書番号 1

事業概要

①放置自転車等移動・保管・返還業務
会計年度任用職員及び委託事業者により、駅周辺の放置自転車等を保管場所へ移動・保管し、利用者等へ返還しま
す。
②放置禁止区域指定・変更
状況に応じ、自転車等放置禁止区域の指定・変更を行います。
③放置自転車等実態に関する調査
市内鉄道駅周辺の放置自転車等の状況を放置自転車等の対策に資するために調査します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

会計年度任用職員、及び委託事業者により、駅周辺の放置自転車等を保管場所へ移動・保管
し、利用者等へ返還します。駅周辺の放置自転車等を保管場所へ移動し、放置防止を図りま
す。

委託内容の見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

放置自転車等移動・保管・返還業務

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

駅

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

横浜市内
の調査
対象駅

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 市内鉄道駅周辺の放置自転車等の状況を放置自転車等の対策に資するために調査します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,239

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・契約方法
の工夫が可
能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

自転車等
放置禁止
区域の指
定・変更

2,588

単位 3

放置禁止区域指定・変更

状況に応じ、自転車等放置禁止区域の指定・変更を行い、適切な放置対策が行う体制を整えま
す。

細事業事業量

3

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

11,198 看板材料費の高騰による増

139 139

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

3

３年度 ４年度

実績 3 3 2

②

元年度 ２年度

137 138

７年度５年度

委託内容変更による増

６年度

4

放置自転車等実態に関する調査

３年度 ４年度

単位 想定 137 138 138 139 139

15,928 7,689

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・負担割合
の工夫が可
能

年度

実績

想定 3 3 3 3

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,610

・委託不可

138138駅



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

有料市営自転車駐車場の管理・運営を行います。

細事業の分析

①

・負担割合
の工夫が可
能

市営自転車駐車場の運営経費（委託料、光熱水費等）の支出、新規自転車駐車場候補地の調査

委託内容の変更による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

運営経費等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 有料自転車駐車場運営事業費

所管区局・課 道路 交通安全・自転車政策 会計 12 1 4

政策・施策 政策番号 28 施策番号 4 評価書番号 2

事業概要

240 240 240 240 240

箇所 実績 241

単位 想定 241 241

240

市営
自転車

駐車場数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,489,173 1,503,561 14,388

・該当なし
・目標を概
ね達成

241 239

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,675,483 1,690,452 14,969



・委託不可

想定 46 46 46 46

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 186,310

・該当なし
・負担割合
の工夫が可
能

46

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

46

３年度 ４年度

実績 46 46 46

②

186,891 土地価格高騰による増

賃借地

581

単位 46

土地賃借料

土地賃借料の支出

細事業事業量

46

年度 元年度 ２年度

箇所

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

平成31年３月に策定した「横浜市自転車活用推進計画」に基づき、「賑わいと回遊性のあるまちづくりを目指し、日
常からレジャーまで、誰もが安心して快適に楽しめる自転車環境をつくる」ことを基本理念として、その実現に向け
て４つのテーマを設け、各施策を推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

各区において駅前でマナーアップ監視員による啓発活動を行うことで、さらなる自転車の放置
抑制を図ります。

内容に見直しによる減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自転車マナーアップ監視員等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自転車活用推進計画事業費

所管区局・課 道路 交通安全・自転車政策 会計 12 1 4

政策・施策 政策番号 28 施策番号 4 評価書番号 3

事業概要

18 18 18 18 18

区 実績 18

単位 想定 18 18

18

自転車マ
ナーアッ
プ監視員
配布区数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

56,353 47,738 ▲ 8,615

・該当なし
・目標を概
ね達成

18 18

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 73,508 67,386 ▲ 6,122



回 0

・委託不可

1

想定 2 2 2 2

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 199

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

1 1

７年度５年度

イベント実績による増

６年度

2

自転車活用推進計画の推進

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 1 1 1

9,469 2,308

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

2

３年度 ４年度

実績 2 2 2

②

528 内容の見直しによる増

協議会

329

単位 2

自転車等施策検討協議会

自転車に関する施策の総合的な推進を図るとともに、自転車等の駐車対策を推進する目的で、
市長の附属機関として横浜市自転車等施策検討協議会を設置し、調査・審議を行い、自転車の
安全利用、通行環境整備、駐輪対策等、施策の総合的な推進を図ります。

細事業事業量

2

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
自転車に関する施策の総合的な推進を図るとともに、主に「いかす」政策について推進し、自
転車関連イベントの開催や横浜都心部区域外でのシェアサイクル事業の展開について社会実験
を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 7,161

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

自転車
関連イ
ベント
の開催

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 中学・高校生向け自転車交通安全教室

身近な移動手段として通学等で自転車の利用を始める中学生・高校生に向けて自転車を利用す
る際のルールに関する交通安全教室を行い、交通ルール・マナーの周知徹底を行います。

20 20 20 20想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 2,296 2,105 ▲ 191 実績による減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

交通安
全教室
の開催

単位

増減説明

20 20

決算

年度 ３年度 ４年度

14 24実績

20

④

事
業
計
画

細事業名称 交通安全の広報・啓発

細事業概要
自転車の基本的なルールをまとめたリーフレットや世代別の啓発チラシ等を作成し交通安全の
ルール・マナーの啓発を行います。また自転車関連イベントにおける交通安全の啓発や体験型
の自転車交通安全教室「スケアード・ストレイト」（区配）を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

4,493 4,978 485 教室開催実績による増

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

種類

年度 元年度 ２年度

分析
結果

6 6

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

3

6 6 6

7

決算

７年度

単位 6

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

啓発物の
作成数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 6 6

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

19

指標

20

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

回

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

・増える
・法律・政
令

3



分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・契約方法
の工夫が可
能

交通広告
掲出数

単位 想定 4 4

件 実績 6 4 4 5

⑥

事
業
計
画

細事業名称 自転車保険の啓発

細事業概要
令和元年10月に加入義務化された自転車保険等の加入促進のため、保険加入状況等の調査を実
施するとともに、保険加入の必要性を周知・啓発します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,006 2,568 ▲ 438 内容の見直しによる減

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

4 4 4 4 4

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 132 0 ▲ 132

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

119 0

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

132 0 ▲ 132

・該当なし
・実施しな
かった

400 400 400 400 400

台 実績 53

単位 想定 500 250

0

助成台数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 民営施設整備助成費

所管区局・課 道路 交通安全・自転車政策 会計 12 1 4

政策・施策 政策番号 28 施策番号 4 評価書番号 4

事業概要

横浜市自転車等の放置防止に関する条例に基づき、指定されている自転車等放置禁止区域内において民営自転車駐車
場を整備する事業を行う者に対し、「整備費」を補助し、民営自転車駐車場の育成を図ります。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

横浜市自転車等の放置防止に関する条例に基づき、指定されている自転車等放置禁止区域内に
おいて民営自転車駐車場を整備する事業を行う者に対し、「整備費」を補助し、民営自転車駐
車場の育成を図ります。

実績による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

民営施設整備助成費

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

交通事故件数及び死傷者数の減少を図るため、交通安全対策の総合的な実施計画を策定して交通安全教育や交通安全
意識の普及・啓発活動などを行い、交通安全意識の高揚により交通事故抑止を図ります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜市交通安全実施計画を策定し、取組を推進します。
交通安全運動の要綱策定や総会の開催、交通安全功労者表彰を実施します。

実績による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

交通安全関連会議

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 交通安全推進事業費

所管区局・課 道路 交通安全・自転車政策 会計 12 1 4

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 5

事業概要

4 4 4 4 4

回 実績 1

単位 想定 3 3

3

会議等
開催回数

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

568 562 ▲ 6

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 2

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 34,617 34,139 ▲ 478



回 209

・一部委託
が可能

284

想定 8 7 7 7

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 916

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

233 181

７年度５年度

実績による減

６年度

7

幼児の交通安全対策

３年度 ４年度

単位 想定 185 280 280 280 300

11,524 ▲ 648

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

300 300

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

7

３年度 ４年度

実績 8 7 7

②

1,379 イベント実績による増

運動・
強化月間
実施数

463

単位 7

交通安全運動推進

各季の交通安全運動、強化月間に合わせたキャンペーン等を実施し、交通安全の啓発に取り組
みます。

細事業事業量

8

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
幼稚園・保育園を対象に、横浜市交通安全キャラクターを活用した訪問指導を実施します。ま
た保護者向けにも交通安全教室を実施し、交通ルール等について指導します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 12,172

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

回

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

訪問指導
回数

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 高齢者の交通安全対策

交通安全シルバーリーダーを養成するシルバーリーダー養成研修会の開催や、歩行中の事故防
止に役立つ反射材等の啓発、車両運転中の事故防止に役立つサポカーの啓発、運転免許返納に
関する啓発等を実施します。

4 5 5 5想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 1,837 458 ▲ 1,379 サポカー補助金の広告料終了の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

シルバー
リーダー
養成研修
会実施数

単位

増減説明

5 5

決算

年度 ３年度 ４年度

0 5実績

5

④

事
業
計
画

細事業名称 児童の交通安全対策

細事業概要
地域の実情に応じて、各小学校が指定している通学路を重点に、安全対策や広報・啓発などを
進めていきます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

438 886 448 教育用信号機の修繕実績による増

・一部委託
が可能

・該当なし

校

年度 元年度 ２年度

分析
結果

340 340

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

339

339 338 338

338

決算

７年度

単位 340

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・増える

市内公立
小学校数

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 339 338

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

4

指標

4

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

回

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めてい
ない

・維持
・法律・政
令

339



分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

交通安全
教室実施
回数

単位 想定 306 298

回 実績 326 161 285 322

⑥

事
業
計
画

細事業名称 横浜市交通安全協会補助金

細事業概要
各世代及び対象者に応じて、正しい交通ルールやマナー、交通事故の危険性等を伝える交通安
全教室を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 18,687 19,330 643 教室実施回数の実績による

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

314 314 314 314 314

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

歩行者及び車両等の交通安全を確保するため、歩道、防護柵、標識、道路照明灯、視覚障がい者誘導用ブロックなど
交通安全施設を整備し、歩行者・車両等へ安全な道路空間を提供します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

交通安全施設(防護柵、区画線、誘導用ブロック、歩道、交差点改良、道路照明灯、その他工
種）を整備する。

整備実績の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

交通安全施設(防護柵、区画線、誘導用ブロック、歩道、交差点改良、道路照明灯、その他工種）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 交通安全施設等整備費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 2 1

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 1

事業概要

ー 実績

単位 想定

ー

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

364,962 268,697 ▲ 96,265

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 459,983 328,478 ▲ 131,505



地区 2

・委託不可

2

想定

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 64,306

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

1 2

７年度５年度

対象の増

６年度

安全対策検討（ETC2.0ビッグデータを活用した新たな手法）

３年度 ４年度

単位 想定 1 2 2 2 4

35,321 8,099

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

3 3

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

３年度 ４年度

実績

②

10,014 一部工事の移管

ー

▲ 54,292

単位

標識

標識(路側式標識、地点名標識等）を整備する。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
通学路をはじめとした生活道路において、ETC2.0ビッグデータを活用し、車両の走行速度を抑
制する「ハンプ」や「狭さく」の設置など交通安全対策を検討する。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 27,222

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

ー

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

対策取組

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 区提案（大岡川プロムナード）

歩道並木や歩道舗装の劣化が進んでおり、高齢者やベビーカーの通行に支障が生じるなど、多
くの課題を抱えているため、プロムナードを整備することにより、歩道機能の回復を図りま
す。

1 1 1 2想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 0

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

対策地区

単位

増減説明

2 2

決算

年度 ３年度 ４年度

1 1実績

1

④

事
業
計
画

細事業名称 バリアフリー歩行空間

細事業概要 三ツ境駅北口のバリアフリー化に向けた検討を実施

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

3,011 13,308 10,297 設計業務の増

・委託の拡
大不可

・該当なし

か所

年度 元年度 ２年度

分析
結果

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

1 1

1

決算

７年度

単位

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

事業の
対象地

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 1

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

1

指標

1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

地区

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令



・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を下
回った

・委託不可 ・該当なし

実績

対策取組
箇所

単位 想定 5 9

箇所 実績 5 9 12 7

単位

分析
結果

・なし ・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 通学路の整備

細事業概要 地域の方々や小学校と連携し、通学路における歩行空間の確保のため、歩道等を整備する。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

細事業事業量 年度 元年度

指標

⑦

事
業
計
画

細事業名称 その他（用地関係費、事務費）

細事業概要 細事業以外の事務経費等

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

482 1,138 656 手数料の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

７年度

想定

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

ー

ー

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

12 10 9 10 10

市民ニーズ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

自転車駐車場・放置自転車保管場所の整備や補修を行い、施設の安全性を確保するとともに、放置自転車台数の減少
や自転車利用環境の向上を促進します。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

自転車駐車場・放置自転車保管場所の整備や補修を行います。

契約差額等による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自転車駐車場等整備事業

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自転車駐車場等整備費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 2 1

政策・施策 政策番号 28 施策番号 4 評価書番号 2

事業概要

6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満 6,600台未満

台 実績 6,111

単位 想定 6,600台未満 6,600台未満

5,082

放置
自転車
台数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

165,928 147,222 ▲ 18,706

・該当なし
・目標を上
回った

5,176 4,251

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 165,928 147,222 ▲ 18,706



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,714,521 5,979,907 265,386

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

76 147

４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,521,818 487,347 ▲ 1,034,472

・該当なし
・目標を概
ね達成

131 190 216 217 208

ｍ 実績 23

単位 想定 42 38

316

補助国
道等整
備延長
（換算
延長）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路特別整備事業（本体）

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

　一般国道及び主要地方道等における道路改築・交差点改良、道路付属物の老朽化対策、通学路等の交通安全対策
のための歩道設置・拡幅、歩行空間のバリアフリー化のためのエレベーター設置・歩道の段差解消及び踏切安全対
策等を国土交通省道路局所管補助事業等で実施します。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

本市の道路ネットワークの骨格を担う補助国道及び市道の改良等を進めます。

事業実績の減のため。

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

幹線道路の整備

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

ｍ

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

対策実施
箇所数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 横浜市通学路安全対策プログラムに基づき、通学路の安全対策を進めます。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 723,468

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・財源確保
が可能

・求めてい
ない

客観的指標に
基づく分析

整備延長
（換算延

長）

996,270

単位 405

横浜環状南線関連道路整備

横浜環状道路南線の令和７年度開通（予定）に合わせて、公田IC等のアクセス路線を整備し
ます。

細事業事業量

491

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

3,152,981 事業実績の増のため。

10 10

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

380

３年度 ４年度

実績 231 286 316

②

元年度 ２年度

12 11

７年度５年度

事業実績の増のため。

６年度

339

通学路対策

３年度 ４年度

単位 想定 13 10 10 10 10

878,830 155,361

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・財源確保
が可能

・求めてい
ない

年度

実績

想定 163 328 298 384

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 2,156,711

・委託不可

1011箇所



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・財源確保
が可能

・求めてい
ない

・維持
・法律・政
令

4

分析
結果

ｍ

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 4 4

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

7,292

指標

3,380

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

6 6 10

6

決算

７年度

単位 8

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めてい
ない

・維持

対策実施
箇所数

8 8

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

4

④

事
業
計
画

細事業名称 バリアフリー環境整備

細事業概要
横浜市バリアフリー基本構想に基づき、駅や施設等の周辺を中心にバリアフリー化を図りま
す。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

268,652 257,386 ▲ 11,265 事業実績の減のため。

・委託不可
・財源確保
が可能

箇所

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 19,324 36,842 17,519 事業実績の増のため。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

整備延長
（自転通
行帯）

単位

増減説明

7,000 7,000

決算

年度 ３年度 ４年度

7,188 1,880実績

2,260

⑤

事
業
計
画

細事業名称 自転車通行帯整備

道路上の自転車通行帯の設置など自転車通行空間を整備します。

7,292 7,188 4,500 7,000想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・維持

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

2 2 1 1 1

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めてい
ない

エレベー
タ－等更
新箇所数 箇所

⑦

事
業
計
画

細事業名称 交通安全施設の点検・補修

細事業概要
案内標識等の補修を行うとともに、エレベーター等については経過年数や点検結果を踏まえ
た更新を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

132,861 145,208 12,347 事業実績の増のため。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

1

6

７年度

想定 0 2

⑥

事
業
計
画

細事業名称 踏切安全対策

細事業概要 「横浜市踏切安全対策実施計画」に基づき、踏切拡幅等の安全対策を進めます。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 471,935 328,000 ▲ 143,935 事業実績の減のため。

細事業事業量 年度 元年度

指標

供用箇
所数

単位 想定 1 1

箇所 実績 1 0 3 2

単位

分析
結果

・法律・政
令

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

3

・財源確保
が可能

・求めてい
ない

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可
・財源確保
が可能

7 7 7

実績

3

0 2

・目標を概
ね達成

・委託不可



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

-

７年度

-

単位 想定 - - -

分析
結果

- - -

その他市単独事業

細事業概要 主に整備中路線における取得用地の維持管理費等について、市単独事業として実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

実績 - - - -

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めてい
ない

細事業名称

419,752 693,313 273,561 事業実績の増のため。

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市民生活に密着した地域の道路等で、市民生活や公共交通機関の安全性・利便性の向上を図るため、車道の拡幅や歩
道の整備によるボトルネックの解消や交差点改良による渋滞の解消などを進めています。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

道路改良を行うための事業用地について、各種調査や、土地所有者等との調整・交渉を進め、
取得します。

取得面積の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

事業用地取得

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路特別整備費（道路改良事業）

所管区局・課 道路 維持 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 36 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

929 2,464 1,769 1,400 1,400

㎡ 実績 1,759

単位 想定 2,138 1,959

1,639

取得面積

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

366,691 497,319 130,628

・該当なし
・目標を概
ね達成

737 1,287

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,114,389 1,198,483 84,094



・委託不可

想定 15 16 14 13

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 747,698

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

18

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

10

３年度 ４年度

実績 15 22 16

②

701,164 工事費の減

工事箇所

▲ 46,534

単位 10

道路改良工事

道路の拡幅や歩道設置、交差点改良、バスベイ設置など、個別の路線・箇所に応じた道路改良
工事を実施します。

細事業事業量

10

年度 元年度 ２年度

箇所

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 57,562 50,974 ▲ 6,588

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

4 4

一般改良事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

57,562 50,974 ▲ 6,588

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 2 4 3 3

箇所 実績 5

単位 想定 7 5

6

実施箇所

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路特別整備費（一般改良事業）

所管区局・課 道路 維持 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 36 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

市民生活に密着した地域の道路等で、市民生活や公共交通機関の安全性・利便性の向上を図るため、車道の拡幅や歩
道の整備によるボトルネックの解消や交差点改良による渋滞の解消などを進めています（早期に完了し、事業効果が
発揮できる小規模な改良等）。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地域と密着した道路において、歩行者と車両交通の安全性を確保するため、交差点改良や通学
路の安全性確保、すれちがいのための幅員確保などを進めています。

進捗状況による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 5,074,697 4,153,612 ▲ 921,085

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

145 101

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

5,074,697 4,153,612 ▲ 921,085

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし

87 105 98 93 100

箇所 実績 118

単位 想定 127 172

119

補修等
箇所数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 橋梁整備費(橋梁整備事業)

所管区局・課 道路 橋梁 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 4

事業概要

　横浜市道路局管理の橋梁について、老朽化や損傷による事故を未然に防ぎ、道路交通等に支障が生じないように
するため、計画的な点検･維持補修等を実施します。また、地震による倒壊や甚大な被害を防止するため、緊急輸
送路上にある橋梁や鉄道･高速道路を跨ぐ橋梁等から優先的に、地震対策(耐震化)も行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

橋梁地震対策7橋・橋梁老朽化対策(維持補修)98橋、橋梁定期点検等

翌年度繰越の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

橋梁整備費(橋梁整備事業)

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　横浜市道路局管理の道路トンネル･大型カルバート･カルバート･シェッドについて、損傷や劣化による事故を未
然に防ぎ、道路交通等に支障が生じないようにするため、計画的な点検･維持補修等を実施します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

トンネル等補修15箇所、トンネル等定期点検等

工事費等の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 トンネル補修費(トンネル補修事業)

所管区局・課 道路 橋梁 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 5

事業概要

12 15 13 11 10

箇所 実績 14

単位 想定 16 22

13

トンネル
等補修

トンネル補修費(トンネル補修事業)

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・財源確保
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

184,516 288,558 104,042

・該当なし
・目標を概
ね達成

15 11

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 184,516 288,558 104,042



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 0 11,520 11,520

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

整備検討 整備着手

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 11,520 11,520

・該当なし
・目標を概
ね達成

整備着手 整備完了

実績 整備検討

単位 想定 整備検討 整備検討

整備実施

進捗

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 保土ケ谷宿を未来につなげるみちづくり事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 27 施策番号 99 評価書番号 6

事業概要

平成28年３月に策定した旧東海道「保土ケ谷宿」を未来につなげるまち・みち再生計画に基づき、旧東海道保土ケ
谷宿の歴史的魅力を活かしたみちづくりを進めるため、整備計画に基づき駅前広場及び周辺の整備等を行います。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

　平成28年３月に策定した旧東海道「保土ケ谷宿」を未来につなげるまち・みち再生計画に
基づき、旧東海道保土ケ谷宿の歴史的魅力を活かしたみちづくりを進めるため、整備計画に
基づき駅前広場及び周辺の整備等を行う。

現場整備着手のため増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

保土ケ谷宿を未来につなげるみちづくり事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 92,695 123,318 30,623

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

65 97

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

26,983 31,389 4,406

・該当なし
・目標を概
ね達成

80 85 95 95 95

箇所 実績 131

単位 想定 200 65

100

点検箇所
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路がけ防災対策事業費

所管区局・課 道路 施設 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 34 施策番号 4 評価書番号 7

事業概要

対象とする道路がけの防災点検を実施し、災害に至る要因の把握と、緊急性の判断をするとともに、対策が必要な
道路がけの防災工事を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

委託による道路防災点検を実施します。

実績を反映、点検箇所数増加による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

道路防災点検

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

箇所

防災対策
箇所数

26,217

単位 8

道路がけ防災対策工事

対策が必要な道路がけの設計及び防災工事を行います。

細事業事業量

6

年度 元年度 ２年度

91,929 工事規模による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

8

３年度 ４年度

実績 6 4 6

②

8

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 7 6 7 6

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 65,712

・委託の拡
大不可



様式３

局 課 款 項 目一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

15 29

事
業
計
画

事
業
実
績

歩道橋補修

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

360,533 467,317 106,784

・該当なし
・目標を概
ね達成

14 20 27 27 27

橋 実績 17

単位 想定 18 18

25

補
修
を
実
施
し

た

歩
道
橋
数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 歩道橋長寿命化推進事業

所管局・課 道路 施設 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 8

事業概要

歩道橋の機能を維持するための補修等を行うものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

歩道橋の機能を維持するための補修等を行う。

工事内容の相違及び工事規模増加の
ため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事業決算額

事業費
（千円）

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 404,724 535,275 130,551



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

橋

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

運
用
件
数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
１台の物理機器（サーバ）を仮想技術を活用して複数のサーバのように扱えるようにするこ
と

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 186

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

点
検
を
行
っ

た
数

23,767

単位 82

歩道橋点検

歩道橋点検は５年に一度の周期で行い、歩道橋の健全度の調査を行う。

細事業事業量

50

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

67,772 点検橋数の増加のため

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

60

３年度 ４年度

実績 80 60 66

②

元年度 ２年度

0 0

７年度５年度 ６年度

71

仮想化プラットフォーム運用

３年度 ４年度

単位 想定 0 0 0 1 1

186 0

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 80 59 66 73

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 44,005

・委託の拡
大不可

11件



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

第1次緊急輸送路、鉄道、高速道路及び河川に架かる歩道橋の耐震補強工事を行うものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

大規模地震時における、救助・支援・復旧活動に必要な緊急輸送路等の通行機能を確保する
ための耐震補強工事

対象歩道橋が増加したため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

(1)実施主体 (2)実施手法

161,423 312,139 150,716

・該当なし
・目標を概
ね達成

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 歩道橋耐震対策推進事業

所管局・課 道路 施設 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 33 施策番号 4 評価書番号 9

事業概要

3 8 1 0 0

橋 実績 1

単位 想定 1 3

8

対
策
を
実
施
し

た
歩
道
橋

負担の
公平性

事
業
計
画

事
業
実
績

歩道橋耐震補強

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

3 3

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

歳出予算科目 一般

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 161,423 312,139 150,716



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 54,030 44,624 ▲ 9,406

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

11 13

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

52,721 44,521 ▲ 8,200

・該当なし
・目標を概
ね達成

13 15 17 20 23

ルート 実績 10

単位 想定 10 11

13

事業完了
ルート数

累計

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 健康みちづくり推進事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 7 施策番号 1 評価書番号 10

事業概要

市民の皆さまの健康増進や外出意欲の向上に資する歩行空間を整備することにより、楽しみながら健康づくりに取
り組める場を創出するとともに、一人ひとりの健康寿命を延ばし、いきいきと楽しく暮らせる活力ある横浜を創
る。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

各ルートで整備計画の作成、案内板・距離標の設置、舗装の新設・改修等の整備、ウォーキ
ングマップ（パンフレット）の作成等を行う。

年度により整備内容が異なるため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

実施計画に基づく整備等

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

基

ハマサポ
ベンチ設
置数累計

▲ 1,207

単位 36

ハマサポベンチの製造費

横浜市へのふるさと納税により寄附を募り、健康みちづくりルート上にハマサポベンチを設
置する。

細事業事業量

34

年度 元年度 ２年度

102 年度によって件数が異なるため

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

38

３年度 ４年度

実績 25 28 32

②

35

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を上
回った

・該当なし
・負担は適
切である

想定 25 28 30 32

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,309

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　誰もが住みたい、住み続けたいと思える暮らしやすく魅力あふれるまちをめざし、駅周辺の利便性や魅力を高め
るみちづくりに向けた計画策定を行い、計画に基づいた取組を推進します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

戸塚バスセンター前交差点および清源院入口交差点の交差点および車線構造の変更。
戸塚駅東口駅前広場周辺の運用形態およびレイアウト変更の検討。

執行内容変更による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

戸塚駅周辺地区の交通流円滑化検討

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 戸塚駅周辺地区住み続けたいまち・みちづくり推進事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 11

事業概要

取組の推進 取組の推進 取組の推進 取組の推進 取組の推進

実績 取組の推進

単位 想定 取組の推進 取組の推進

取組の推進

交通混雑
緩和に向
けた取組
の推進

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

14,159 21,610 7,451

・該当なし
・目標を概
ね達成

取組の推進 取組の推進

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 14,159 21,610 7,451



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 19,172 22,120 2,948

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

109 106

事
業
計
画

事
業
実
績

路面下空洞調査委託

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

19,172 22,120 2,948

・該当なし
・目標を上
回った

100 100 130 130 130

km 実績 107

単位 想定 100 100

111

調査延長

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 路面下空洞調査事業

所管区局・課 道路 管理 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 12

事業概要

道路陥没など突発的な道路の事故や被害を未然に防止し、道路の保全と道路交通の安全確保に資するために、路面下
空洞探査車等を用いて道路の空洞を調査するもので、平成２年２月に設置された路面下管理連絡会議において、当該
会議の構成員である道路管理者及び占用企業者の相互で実施することが定められています。この会議に基づき、横浜
市では平成３年度から各占用企業者と毎年基本協定を締結し、本調査を実施しています。（平成24年度までは道路局
道路部維持課が対応。）

細事業の分析

①

・負担は適
切である

路面下空洞探査車等を用いて、道路の空洞を調査します。
令和５年度は、鶴見、神奈川、港北区内を中心とした緊急輸送路及び西、中、南区内を中心と
した幹線道路計約130キロメートルの調査を行う予定です。

委託費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

平成16年に廃線した東横線桜木町駅から横浜駅間の廃線跡地を利活用して「緑あふれる魅力的な歩行者空間」とし
て再生する事業です。
延長：約1.8km、幅員：約7～10m

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

未整備区間や活用方法の検討や整備を行う

執行内容変更による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

東急東横線廃線跡地整備事業

５年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 東急東横線廃線跡地整備事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 7 施策番号 1 評価書番号 13

事業概要

280 280 280 280 280

m 実績 280

単位 想定 280 280

280

整備延長

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

25,000 8,592 ▲ 16,408

・該当なし
・目標を概
ね達成

280 280

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 25,000 8,592 ▲ 16,408



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 19,987 15,211 ▲ 4,776

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

計画検討 計画検討

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

19,987 15,211 ▲ 4,776

・該当なし
・目標を概
ね達成

計画検討 計画検討 都市計画決定 整備検討 整備検討

実績 計画検討

単位 想定 計画検討 計画検討

計画検討

進捗

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 旧深谷通信所跡地利用関連道路計画検討調査費

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 26 施策番号 4 評価書番号 14

事業概要

　平成30年2月に策定された「深谷通信所跡地利用基本計画」に基づき、公園、墓園施設整備に合わせ、外周道路、
外周道路と環状３号線及び環状４号線への連絡道路を整備します。本事業は、これら道路について、計画検討を行う
ものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　平成30年2月に策定された「深谷通信所跡地利用基本計画」に基づき、公園、墓園施設整備に
合わせ、外周道路、外周道路と環状３号線及び環状４号線への連絡道路を整備します。本事業
は、これら道路について、計画検討を行います。

検討項目の減少

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

旧深谷通信所跡地利用関連道路計画検討調査費

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

鶴見川中下流域（鶴見区～港北区）では、橋りょう間隔が広い箇所が残っており、地域の交通処理や両岸の一体性、
地域防災の面から課題が残っている。本事業は、鶴見川中下流域の橋りょう新設の必要性が高い区間において、橋
りょう新設整備を行うものである。鶴見区側において、平成30年度から事業を開始した。港北区側では、橋りょう新
設に向けた検討を進めている。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

鶴見川人道橋の新設（鶴見区側）

事業進捗に伴う工事費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 鶴見川橋りょう新設事業費

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 34 施策番号 3 評価書番号 15

事業概要

0 0 0 1 -

橋 実績 0

単位 想定 0 0

0

橋りょう
新設

鶴見川人道橋の新設

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

212,908 716,836 503,928

・該当なし
・目標を概
ね達成

0 0

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 212,908 716,836 503,928



・委託不可

想定 0 0 0 0

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0

・財源確保
が可能

・求めるべ
きではない

0

分析
結果

・維持
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

0

橋りょう
新設検討

0

単位 0

橋りょう新設に向けた検討

橋りょう新設検討（港北区側）

細事業事業量

0

年度 元年度 ２年度

橋

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 1,283,880 1,287,885 4,005

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

94 100

６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,283,880 1,287,885 4,005

・該当なし
・目標を概
ね達成

96 102 108 114 120

km 実績 89

単位 想定 87 90

100

事業着手
延長

（横浜市
無電柱化
推進計画
策定時）

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 無電柱化事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 33 施策番号 4 評価書番号 16

事業概要

　無電柱化は、都市の防災力の向上、良好な都市景観の形成や観光振興、安全で快適な歩行空間の確保に寄与する
重要な取組です。平成30年に策定した「横浜市無電柱化推進計画」に基づき、緊急輸送路等の無電柱化を推進しま
す。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

無電柱化路線の環状形成に資する３路線（環状２号線、山下本牧磯子線、鶴見溝ノ口線）や
災害時に拠点として機能する区役所等へのアクセス路等について、無電柱化を推進する。

事業進捗による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

無電柱化事業

５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

駅周辺の重点的かつ一体的なバリアフリー整備を推進するため、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関
する法律（バリアフリー法）」に基づき、バリアフリー化を進める地区、施設、経路、事業内容を定めるバリアフ
リー基本構想を作成する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

令和２年度から検討を進めている中区及び踊場駅周辺地区、令和３年度から検討を進めてい
る港北区及び緑区において引き続き検討を行い、バリアフリー基本構想の作成を行う。

継続中の基本構想の数が増えたため

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

バリアフリー基本構想作成業務

５年度 ６年度 ７年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 まちのバリアフリー化推進事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 28 施策番号 3 評価書番号 17

事業概要

48 54 61 63 65

駅 実績 44

単位 想定 44 46

55

基本構想
作成駅数

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

40,222 62,515 22,293

・国事業と
類似・重複

・目標を上
回った

44 44

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 44,993 67,135 22,142



・委託の拡
大不可

想定 2 1 1 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 4,771

・該当なし
・求めるべ
きではない

1

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・国水準に
上乗せ・横
出しあり

・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

1

３年度 ４年度

実績 2 1 0

②

4,620 委託落札差金による減

検討協
議会開
催数

▲ 151

単位 1

事業進捗状況の評価分析

バリアフリー基本構想の作成状況や、作成後の事業の進捗状況について評価分析を行い、学
識経験者、事業者及び障害者団体の代表者等と意見交換を行うバリアフリー検討協議会を開
催する。

細事業事業量

1

年度 元年度 ２年度

回

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 12,304 14,740 2,436

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

検討・調整
の実施

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

12,304 14,740 2,436

・該当なし
・目標を概
ね達成

検討・調整
の実施

検討・調整
の実施

交通社会実験

検討・調整
の実施

取組の推進 取組の推進

実績

単位 想定

検討・調整
の実施

交通社会実験

交通混雑
緩和に向
けた取組
の推進

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 地域と連携した駅周辺交通対策推進事業

所管区局・課 道路 企画 会計 12 2 3

政策・施策 政策番号 28 施策番号 2 評価書番号 18

事業概要

　戸塚駅周辺エリアにおける路線バスと駅への送迎車両や自転車、歩行者の交錯による危険な状況が発生するなど、
交通処理の課題改善に向け、交通社会実験の実施や交通対策の検討を行い、地域関係者と一体となった交通対策を実
施し、魅力あるまちづくりの実現を目指します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　戸塚駅周辺エリアにおける路線バスと駅への送迎車両や自転車、歩行者の交錯による危険な
状況が発生するなど、交通処理の課題改善に向け、交通社会実験の実施や交通対策の検討を行
い、地域関係者と一体となった交通対策を実施し、魅力あるまちづくりの実現を目指します。

執行内容変更による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

交通対策策定

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 13,256,362 8,610,729 ▲ 4,645,633

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

469 471

街路整備事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可
・財源確保
が可能

・維持
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

13,256,362 8,610,729 ▲ 4,645,633

・該当なし
・目標を概
ね達成

472 474 474 475 476

ｋｍ 実績 467

単位 想定 467 468

472

都市計画
道路整備
延長

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 街路整備費（※横浜環状北西線、道路建設事業団を除く)

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 2 4

政策・施策 政策番号 36 施策番号 2 評価書番号 1

事業概要

市域の一体性を高めながら都市機能の強化を図るため、都市計画道路等の整備を進めます。

細事業の分析

①

・求めてい
ない

本市の都市計画道路整備率は大都市の中でも低い水準にあり、更なる整備に取り組む必要があ
ります。
令和４年度も引き続き、３環状10放射道路をはじめとする都市計画道路等の整備を進めます。

補助事業の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 27,930,000 2,191,000 ▲ 25,739,000

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

3,000,000 27,930,000

一般財団法人横浜市道路建設事業団への補助

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

27,930,000 2,191,000 ▲ 25,739,000

・該当なし
・目標を概
ね達成

27,930,000 2,500,000 - - -

千円 実績 5,000,000

単位 想定 5,000,000 3,000,000

2,191,000

補助金額

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 一般財団法人横浜市道路建設事業団への補助

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 2 4

政策・施策 政策番号 36 施策番号 2 評価書番号 2

事業概要

(一財)横浜市道路建設事業団の債務処理のための補助を実施する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(一財)横浜市道路建設事業団の債務処理のための補助を実施する。

借入金残高の減少による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

(一財)横浜市道路建設事業団が保有する道路資産を購入する。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

(一財)横浜市道路建設事業団が保有する道路資産を購入する。

保有道路資産残高の減少による

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 （一財）横浜市道路建設事業団保有道路資産購入事業

所管区局・課 道路 事業推進 会計 12 2 4

政策・施策 政策番号 36 施策番号 2 評価書番号 3

事業概要

32,000,000 2,710,000 - - -

千円 実績 4,993,978

単位 想定 5,000,000 5,000,000

2,709,608

道路資産
購入額

（一財）横浜市道路建設事業団保有道路資産購入事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

31,998,524 2,709,608 ▲ 29,288,916

・該当なし
・目標を概
ね達成

4,994,853 31,998,524

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,998,524 2,709,608 ▲ 29,288,916



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 11,684,649 11,600,000 ▲ 84,649

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

2 2

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

11,684,649 11,600,000 ▲ 84,649

・該当なし
・目標を概
ね達成

2 2 2 2 2

回 実績 2

単位 想定 2 2

2

立
替
施
行
に
伴

う
後
年
度
支
払

い

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜環状北西線整備事業

所管区局・課 道路 横浜環状道路調整 会計 12 2 4

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 4

事業概要

　東名高速道路の横浜青葉インターチェンジ・ジャンクションと第三京浜道路の横浜港北ジャンクションを結ぶ延長
約７．１ｋｍの自動車専用道路である横浜北西線を整備します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

横浜北西線は、令和２年３月22日に開通しましたが、平成29～31年度に集中する事業費を平準
化するため、首都高に委託している工事を対象に立替施行を実施しており、令和４年度は立替
施行の後年度支払いを行います。

調査費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

立替施行に伴う後年度支払い等

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 7,934 78,088 70,154

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

1 5

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

7,933 275 ▲ 7,658

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

4 4 4 4 4

回 実績 5

単位 想定 4 4

5

現場視
察会

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 横浜環状南線関連街路整備事業

所管区局・課 道路 横浜環状道路調整 会計 12 2 5

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

　横浜湘南道路及び横浜環状南線の事業者である国土交通省及び東日本高速道路株式会社と連携し、高速道路本線の
開通に合わせて関連街路を整備していくため、それに必要な経費を負担し、支出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

　横浜湘南道路及び横浜環状南線の事業者である国土交通省及び東日本高速道路株式会社と連
携し、関連街路の早期開通を行うための広報、説明会及び現場視察会等を実施します。
　また、トンネル上部等の未利用道路用地の活用方法の検討を行います。

委託料等の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

関連街路事業費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

件

工事件数

77,813

単位 0

関連街路整備費

　メリットシステムを活用し、主要地方道原宿六ツ浦の拡幅に伴い発生する現道との擦り付け
区間の整備を実施します。

細事業事業量

0

年度 元年度 ２年度

77,813 工事費等による増

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

0

３年度 ４年度

実績 0 0 0

②

2

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・求めるべ
きではない

想定 0 0 0 1

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算

・委託不可



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

市内の交通渋滞の緩和や沿道環境を改善させ、高速横浜環状道路を早期に整備するため、広報活動を実施します。
また、関係機関との調整等に要する事業経費を負担し、支出します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

市内の交通渋滞の緩和や沿道環境を改善させ、高速横浜環状道路を早期に整備するため、広報
活動を実施します。
また、関係機関との調整等に要する事業経費を負担し、支出します。

交通量調査委託等の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

高速道路調査事務費

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 高速道路調査事務費

所管区局・課 道路 横浜環状道路調整 会計 12 2 5

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 2

事業概要

3 4 4 4 4

件 実績 4

単位 想定 4 5

4

調査検
討・用地
整理に伴
う委託及
び工事等

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持
・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

44,796 77,769 32,973

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 3

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 44,796 77,769 32,973



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 31,108 31,314 206

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

83,936 92,958

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・維持
・規則・方
針

・負担は適
切である

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

31,108 31,314 206

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし

92,878 92,878 92,878 92,878 92,878

円 実績 61,759

単位 想定 58,287 77,100

98,205

事
業
用
地
活
用

に
よ
る
財
源
確

保

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路予定地管理

所管区局・課 道路 横浜環状道路調整 会計 12 2 5

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 3

事業概要

高速道路関連事業として取得した道路予定地等の草刈り剪定並びに立ち入り防護柵設置などの管理業務を行うこと
で、高速道路関連事業予定地を適切に維持管理します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

高速道路関連事業として取得した道路予定地等の草刈り剪定並びに立ち入り防護柵設置などの
管理業務を行うことで、高速道路関連事業予定地を適切に維持管理します。

管理工事の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

道路予定地管理

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 6,518,668 4,794,000 ▲ 1,724,668

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

9,884,930 6,518,668

事
業
計
画

事
業
実
績

道路費負担金（国直轄事業負担金）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

6,518,668 4,794,000 ▲ 1,724,668

・国事業と
類似・重複

・目標設定
になじまな
い

8,719,832 6,356,332 4,630,662 4,630,662 4,630,662

千円 実績 9,597,665

単位 想定 11,254,000 9,598,000

4,794,000

道路費
負担金

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 道路費負担金（国直轄事業負担金）

所管区局・課 道路 総務 会計 12 2 6

政策・施策 政策番号 36 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

道路法第50条等に基づく、国管理の横浜市内国道（指定区間）の管理及び整備に係る負担金。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

道路法第50条等に基づく、国管理の横浜市内国道（指定区間）の管理及び整備に係る負担金。

国からの通知に基づく減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 47,056 84,539 37,483

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

12 10

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

1,745 2,036 291

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

13 13 13 13 13

件 実績 16

単位 想定 16 12

10

会議参加
件数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 水政事業

所管区局・課 道路 河川企画 会計 12 3 1

政策・施策 政策番号 9 施策番号 4 評価書番号 1

事業概要

河川・水路占用許可、水路改廃、油等の浮遊物処理などの河川・水路の適正管理及び市民との協働による美化活動
を進め、河川愛護意識の醸成を図るとともに、市民協働による川づくりをすすめます。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

水政事務費（河川企画課）の執行及び河川に係る全国会議の調整等を行います。

旅費の増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

水政事務費（河川企画課）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

団体

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

啓発事業
実施回数

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
河川愛護意識の醸成を目的とし、水循環基本法で定められた「水の日」や国が指定した「河川
愛護月間」に合わせた啓発活動、および環境教育出前講座をはじめとする各種啓発事業を実施
します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 681

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

水辺
愛護会
団体数

187

単位 95

水辺愛護活動支援

水辺愛護会の活動補助金支給を行うとともに、川づくりコーディネーター制度による川づくり
活動を実施します。

細事業事業量

95

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

10,484 芝刈機購入などによる増

5 5

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

95

３年度 ４年度

実績 94 95 96

②

元年度 ２年度

5 5

７年度５年度

３局による持ち回り当番年のため増

６年度

95

河川環境啓発事業

３年度 ４年度

単位 想定 5 5 5 5 5

1,378 697

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 94 95 95 95

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 10,297

・委託不可

55回



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・条例

1

分析
結果

指標 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 0

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,118 977

1 1

0

決算

７年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・負担は適
切である

・維持

利活用
雨水調
整池数

市民ニーズ

1 1

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 雨水調整池の利活用

細事業概要 意見募集を踏まえながら、雨水調整池の土地の一部を利活用します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 0 0

・委託不可 ・該当なし

箇所

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） ▲ 141 修繕費及び借上げ費の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

単位

増減説明

決算

年度 ３年度 ４年度

実績

2

⑤

事
業
計
画

細事業名称 水政事務費（河川管理課）

河川管理課で必要となる事務経費です。

想定



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

98 98 98 98 98

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

事故
対応率

％

⑦

事
業
計
画

細事業名称 河川・水路事故対応費

細事業概要 河川・水路において水質事故等発生した際に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

986 40,406 39,420 沈廃船撤去工事の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度

増減説明

決算

100

100

７年度

想定 100 100

100

⑥

事
業
計
画

細事業名称 河川・水路占用許可費

細事業概要 河川・水路占用許可をシステムを使用して管理し、占用料を徴収します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 18,341 9,760 ▲ 8,581 システム改修対象項目の減

細事業事業量 年度 元年度

指標

占用料
収納率

（件数）

単位 想定 98 98

％ 実績 98 99 99 99

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

３年度 ４年度 ５年度 ６年度

100

・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし

100 100 100

実績

100

100

・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可



客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

120

７年度

水路改廃
件数

単位 想定 120 120 120

分析
結果

120 120 120

河川・水路資産管理費

細事業概要 水路改廃に伴う調査及び登記や台帳補正等により河川・水路の資産管理を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

４年度

決算

５年度 ６年度

件 実績 121 103 93 90

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

細事業名称

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

8,239 13,841 5,602 測量委託の増

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度

細事業費
（千円）

⑨

事
業
計
画

細事業名称 雨水貯留浸透施設整備支援費

細事業概要
法改正に伴う新たな補助制度により、民間事業者が設置する雨水貯留浸透施設の整備に係る費
用の一部を補助します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 0 0

1

件 実績 0

補助件数

単位 想定 1 1 1

・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし



客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

雇用保険料本人負担分の増加

５年度 ６年度 ７年度

⑩

事
業
計
画

細事業名称 会計年度任用職員人件費

細事業概要 雨水調整池巡回点検業務を行う会計年度任用職員を雇用します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,650 5,656 6

650

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

件 実績 655 635 630 632

巡回点検
施設件数

単位 想定 650 650 650 650 650 650

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・求めるべ
きではない



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　市域に存する河川や一般下水道に起因する洪水等による浸水被害の軽減や、親水拠点における水難事故の未然防止
のため、水防災情報システムにより水位情報、画像情報の提供を行います。
　また、土木事務所で使用する水防資機材の備蓄整備等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

土木事務所の水防活動に供する、土のう袋・スコップ 等の用具購入及び水防倉庫の修繕等

大雨発生回数の減による減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

水防倉庫等資機材

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 水防事業

所管区局・課 道路 河川企画 会計 12 3 1

政策・施策 政策番号 34 施策番号 3 評価書番号 2

事業概要

18 18 18 18 18

箇所 実績 18

単位 想定 18 18

18

水防
倉庫数

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

4,487 3,602 ▲ 885

・該当なし
・目標を概
ね達成

18 18

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 58,509 71,034 12,525



箇所数 1

・委託の拡
大不可

1

想定 31 32 33 33

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 22,649

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

1 1

７年度５年度 ６年度

33

樋門操作

３年度 ４年度

単位 想定 1 1 1 1 1

1,328 0

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

33

３年度 ４年度

実績 31 32 33

②

36,232 機器故障対応による増

水防機器
管理数
（水位
計）

13,583

単位 33

水防機器管理

水位計・監視カメラ・親水拠点警報装置の新設、更新、点検、修繕 等

細事業事業量

33

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 大熊川電動樋門の保守管理

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,328

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

台

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

電動樋門

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 水防広報

市内小学校配付用チラシの作成、水防講座周知チラシの作成

365 365 365 365想定

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 228 158 ▲ 70

二次元バーコードシール施工完了に
よる減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

啓発
チラシ
配布数

単位

増減説明

365 365

決算

年度 ３年度 ４年度

365 365実績

365

④

事
業
計
画

細事業名称 水防災情報システム等運用

細事業概要 水防災情報システム及び土木情報システムの運用

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

29,817 26,238 ▲ 3,579 スマホ版構築完了による減

・委託の拡
大不可

・該当なし

回

年度 元年度 ２年度

分析
結果

1,000,000 1,000,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

-

500,000 1,000,000 1,000,000

1,846,413

決算

７年度

単位 1,000,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・求めるべ
きではない

・増える

閲覧者数
の推移

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 277,871 1,706,529

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

365

指標

364

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

校

指標

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託の拡
大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・規則・方
針

500,000



分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を上
回った

・委託の拡
大不可

・該当なし

水防警報
発令数

単位 想定 10回程度 10回程度

回 実績 11 13 15 16

⑥

事
業
計
画

細事業名称 水防安全対策

細事業概要 応急対策

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 3,476 3,476 機器故障発生による増

細事業事業量 年度 元年度

指標 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

５年度 ６年度 ７年度２年度 ３年度 ４年度

10回程度 10回程度 10回程度 10回程度 10回程度

市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 834,428 779,484 ▲ 54,944

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

4 4

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

45,593 63,908 18,315

・該当なし
・目標を概
ね達成

4 4 4 4 4

施設 実績 4

単位 想定 4 4

4

施設数

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 河川・水路等維持管理事業

所管区局・課 道路 河川企画 会計 12 3 1

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 3

事業概要

　本市管理の河川及び遊水地、雨水調整池、水路等の維持管理を行うものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ポンプ排水型遊水地の運転管理・電気機械設備の長寿命化計画に基づく日常的な維持管理及び
点検整備を実施します。

長寿命化計画に基づく増等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ポンプ排水型遊水地維持管理事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

河川

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

水路延長

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
水路の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護
柵修繕等の維持管理を実施します。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 400,065

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

河川数

▲ 84,253

単位 31

河川維持管理事業

河川の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護
柵修繕等の維持管理を実施します。

細事業事業量

31

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

171,040
令和３年度に繰越明許費が計上され
ているため等

600 600

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

31

３年度 ４年度

実績 31 31 31

②

元年度 ２年度

600 600

７年度５年度

年次計画による減等

６年度

31

水路維持管理事業

３年度 ４年度

単位 想定 600 600 600 600 600

386,068 ▲ 13,997

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 31 31 31 31

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 255,293

・委託不可

600600ｋｍ



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・法律・政
令

314

分析
結果

施設

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 315 316

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

0

指標

546

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

315 320 321

319

決算

７年度

単位 322

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

施設数

323 324

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

314

④

事
業
計
画

細事業名称 貯留・浸透施設維持管理事業

細事業概要
雨水調整池・流域貯留浸透施設の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・巡回点検・設備保
守点検防護柵修繕等の維持管理を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

100,625 127,761 27,136 土木事務所要望による増

・委託不可 ・該当なし

施設

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 32,849 30,706 ▲ 2,143 年次計画による減等

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

対象
箇所数

単位

増減説明

546 546

決算

年度 ３年度 ４年度

146 546実績

546

⑤

事
業
計
画

細事業名称 予防保全型維持管理事業

水路及び雨水調整池を保全計画に基づき、点検・補修等の維持管理を効果的かつ効率的に行う
事で計画実施期間中における対象施設の機能維持を目的として実施します。

0 146 546 546想定



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

堆積土砂の掘削、樹木伐採や除草範囲を拡大することで、維持管理を強化するものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

河川・水路・雨水調整池等に堆積した土砂を掘削します。

令和３年度に繰越明許費が計上され
ているため等

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

堆積土砂掘削

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 河道等安全確保対策事業

所管区局・課 道路 河川企画 会計 12 3 1

政策・施策 政策番号 34 施策番号 1 評価書番号 4

事業概要

6,300 7,000 7,000 7,000 7,000

m3 実績 11,629

単位 想定 10,400 8,100

1,153

堆積土
砂掘削

４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

346,438 245,749 ▲ 100,689

・該当なし
・目標を概
ね達成

1,168 2,839

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 544,896 419,947 ▲ 124,949



・委託不可

想定 976,500 358,500 358,500 358,500

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 198,458

・該当なし
・求めるべ
きではない

410,821

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

358,500

３年度 ４年度

実績 358,442 485,538 400,839

②

174,198
浚渫等による河道断面確保を優先し
たため等

除草量

▲ 24,260

単位 358,500

除草

河川・水路・雨水調整池等に繁茂した草を除草します。

細事業事業量

358,500

年度 元年度 ２年度

m2

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 2,829,240 2,722,801 ▲ 106,439

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0 0

大規模特定河川事業

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

703,875 387,936 ▲ 315,939

・該当なし
・目標を概
ね達成

188 70 160 280 260

m 実績 -

単位 想定 - 0

137

護
岸
整
備

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 河川整備費

所管区局・課 道路 河川事業 会計 12 3 2

政策・施策 政策番号 34 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

台風や集中豪雨などから河川の氾濫による市民の生命・財産や都市機能を守り、市民の安全・安心を確保するため、
早急かつ抜本的に護岸改修を推進する必要があります。
また、河川流域全体における保水･遊水機能を向上させるための流域貯留浸透事業、快適な水辺環境を創造するための
周辺環境と調和した河川環境整備事業、河川施設の老朽化対策を図るための河川改良･老朽化対策事業についても推進
する必要があります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

今井川、帷子川において、護岸改修、用地取得等を行います。

用地取得費の減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



６年度 ７年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度

m

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

護
岸
整
備

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 日野川ほかにおいて、護岸改修、用地取得等を行います。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 154,962

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

護
岸
整
備

59,176

単位 240

都市基盤河川改修事業

今井川、帷子川、阿久和川ほかにおいて、護岸改修、用地取得等を行います。

細事業事業量

150

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,744,432 事業進捗による増

40 125

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

603

３年度 ４年度

実績 119 291 165

②

元年度 ２年度

59 66

７年度５年度

事業進捗による増

６年度

191

準用河川改修事業

３年度 ４年度

単位 想定 178 71 23 10 0

341,330 186,368

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

想定 361 311 170 170

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,685,256

・委託不可

6028m



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

0

分析
結果

施設

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 0

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

2

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

0 1 1

2

決算

７年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

流
域
貯
留
施

設

0 0

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 流域貯留浸透事業

細事業概要 本郷台第一雨水調整池において、既設雨水調整池改良等を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

180,283 156,738 ▲ 23,545 工事費の減

・委託不可 ・該当なし

箇所

年度 元年度 ２年度

分析
結果

細事業事業量

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 104,864 92,365 ▲ 12,499 工事費の減

細事業事業量 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

河
川
管
理
施

設

単位

増減説明

2 2

決算

年度 ３年度 ４年度

2 2実績

2

⑤

事
業
計
画

細事業名称 河川改良・老朽化対策事業

ポンプ排水型遊水地や護岸の長寿命化を図る事業等を行います。

2 2 2 2想定



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 369,777 326,187 ▲ 43,590

一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

328,788 328,777

自動車駐車場事業費会計繰出金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

369,777 326,187 ▲ 43,590

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

328,779 239,854 133,624 55,263 286,062

千円 実績 346,242

単位 想定 346,246 328,791

239,852

借入金
の償還
に係る
繰出金

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自動車駐車場事業費会計繰出金

所管区局・課 道路 総務 会計 17 1 11

政策・施策 政策番号 29 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

自動車駐車場事業費会計への繰出金

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

自動車駐車場事業費会計への繰出金

償還計画等に基づく減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 452,279 540,378 88,099

歳出予算科目 一般

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

400,360 400,360

事
業
計
画

事
業
実
績

公共事業用地費会計繰出金

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

452,279 540,378 88,099

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

478,362 562,756 529,137 561,637 580,640

千円 実績 411,246

単位 想定 439,691 429,317

540,378

償還金

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 公共事業用地費会計繰出金

所管区局・課 道路 総務 会計 17 1 13

政策・施策 政策番号 36 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

　道路局では、道路用地の先行取得において、国土交通省の低利融資制度である都市開発資金を利用しています。
　公共事業用地費会計繰出金は、その償還（元金及び利子）に必要な額を、一般会計から公共事業用地費会計に操り
出すものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

都市開発資金の償還（元金及び利子）に必要な額を、一般会計から公共事業用地費会計に操り
出します。

償還計画に基づく増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

中心市街地の駐車違反対策（交通渋滞と交通事故の発生抑制）として、６か所の地下駐車場を指定管理者で運営を
行っています。

細事業の分析

①

・負担は適
切である

中心市街地の駐車違反対策（交通渋滞と交通事故の発生抑制）として、６か所の地下駐車場を
指定管理者で運営を行います。
指定管理者選定評価委員会による第三者評価を実施します。

消防設備工事等による増

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

事
業
計
画

事
業
実
績

自動車駐車場運営

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名 自動車駐車場運営費

所管区局・課 道路 施設 会計 1 1 1

政策・施策 政策番号 29 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

340,000 340,000 340,000 340,000 340,000

台 実績 316,772

単位 想定 340,000 340,000

362,650

駐車台数

４年度 増減説明

決算

・委託の拡
大不可

・該当なし・維持 ・条例

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

153,354 183,772 30,418

・民間と競
合

・目標を概
ね達成

293,966 337,476

歳出予算科目 自動車駐車場事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 153,354 183,772 30,418



様式３

局 課 款 項 目

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

自動車駐車場事業費会計起発債償還債および予備費

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

違法駐車の解消と地域の活性化を目的とし、道路下などを利用して整備した駐車場の公債費です。
違法駐車の解消により、交通事故の抑制や渋滞解消に効果があります。

償還計画に基づく減

年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度

令和５年度 事業評価書

令和４年度事業名  自動車駐車場事業費会計　公債費・予備費

所管区局・課 道路 総務 会計 1 2,3 1～3,1

政策・施策 政策番号 99 施策番号 99 評価書番号 2

事業概要

320,027 235,382 131,844 54,327 284,897

千円 実績 328,535

単位 想定 328,536 315,652

235,381

借入金
の償還
に係る
繰出金

事
業
計
画

事
業
実
績

公債費（元金）

５年度 ６年度 ７年度

年度 ３年度 ４年度 増減説明

決算

・委託不可 ・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・なし

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

320,026 235,381 ▲ 84,645

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

315,652 320,026

歳出予算科目 自動車駐車場事業費

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

決算 328,777 239,852 ▲ 88,925



千円 52

・委託不可

44

想定 17,664 13,089 8,699 4,427

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 8,699

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度

実績

元年度 ２年度

44 47

７年度５年度

償還計画に基づく減

６年度

4,427

公債費（公債諸費）

３年度 ４年度

単位 想定 46 50 53 45 18

44 ▲ 8

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

14 259

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

906

３年度 ４年度

実績 17,663 13,089 8,699

②

4,427 償還計画に基づく減

借入金
の償還
に係る
繰出金

▲ 4,272

単位 922

公債費（利子）

違法駐車の解消と地域の活性化を目的とし、道路下などを利用して整備した駐車場の公債費です。
違法駐車の解消により、交通事故の抑制や渋滞解消に効果があります。

細事業事業量

1,762

年度 元年度 ２年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
違法駐車の解消と地域の活性化を目的とし、道路下などを利用して整備した駐車場の公債費です。
違法駐車の解消により、交通事故の抑制や渋滞解消に効果があります。

年度 ３年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

決算 52

・なし ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託不可 ・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

千円

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

借入金
の償還
に係る
繰出金

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

５年度 ６年度 ７年度



細事業事業量

想定

④

事
業
計
画

細事業名称 予備費

細事業概要 自動車駐車場事業費会計の予備費

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ３年度 ４年度 差引（増減）

0 0 0

・委託不可 ・該当なし

千円

年度 元年度 ２年度

分析
結果

5,000 5,000

５年度 ６年度

増減説明

３年度 ４年度

0

5,000 5,000 5,000

0

決算

７年度

単位 5,000

客観的指標に
基づく分析

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

予備費

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

実績 0 0

1,000


